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ITによる都市インフラマネジメント

IT革新による「スマート
シティ」の実現

近年、「スマートシティ」や、
これと同様または似た概念を表す
言葉があふれている。「エコシテ
ィ」「スマートプラネット」「スマ
ートコミュニティ」「コンパクト
シティ」──などである。

これらの言葉や概念に共通して
いるのは「地球環境に配慮した仕
組み」であり、都市という人や物
が集まる空間をよりスマートに

（賢く）していくことである。加
えて、新都市創造やインフラクラ
イシス（社会インフラの老朽化に
より公共サービスの質が維持でき
なくなる意）を迎える都市の再整
備の問題など、世界には共通の大
きな課題も存在する。こうした課

題に対して、IT（情報技術）企
業をはじめ多くの企業が世界各地
でスマートシティ関連事業に参画
し、自社のソリューション（課題
解決策）を都市システムに組み込
む取り組みを進めている。

ITを活用して高度な都市機能
を実現しようという取り組みは、
決して新しいものではない。「情
報化未来都市構想」や「地域情報
化計画」はその初期の取り組みと
いえる。より新しいところでは、
いつでもどこでもあらゆる物がネ
ットワークにつながる「ユビキタ
ス・ネットワーク」や、センサー
技術に基づいてすべての物に個体
情報を自動で割り振り、これを管
理・制御する「オートIDセンタ
ー（現在のePCグローバル）」に

よ る 構 想 が あ る。 ま た「 公 共
iDC」は、道州制などの広域行政
エリアを念頭に、データの共通化
や電子認証などの機能を備えた公
共指向のインターネットデータセ
ンターをつくるという構想である。

スマートシティなどもこれらの
延長線上にあるものだが、違いが
あるとすれば、以下のITのイノ
ベーション（革新）により、都市
空間全体の高度な制御が可能にな
ったこと、費用対効果の点でも大
きな成果が得られるようになった
ことである。

①スマートグリッド（次世代送
電網）など環境・エネルギー
分野の都市システムの実効性
向上

②センサーおよび通信ネットワ
ーク分野の技術革新

③ C E P （ C o m p l e x  E v e n t 
Processing）やストリームコ
ンピューティングなど、スト
リームデータ処理技術（セン
サーなどから発生するデータ
を高速にリアルタイムに処理
する技術）の実用化

④クラウドコンピューティング
や「Hadoop（ハドゥープ）」

（大規模データを分散処理す
るためのオープンソースのソ
フトウェア基盤）のような「ビ

濱島幸生

N R I  N E W S

「スマートシティ」をはじめ都市インフラの高度な制御シ
ステムに対する関心が高まっているが、東日本大震災によ
って都市の「スマート」化に関する新たな課題や必要な機
能が見えてきた。都市の個性を維持・強化し、非常時にも
有効な都市空間マネジメントのあり方という観点で、①多
様な状況下での認証やコミュニケーション機能の確保、
②都市活動者が帰属するコミュニティの形成・維持、③各
所での分散処理と都市全体の最適化を図る統合処理の並存
が挙げられる。震災を契機とした「長く息づく街」の構築・
運営に、自社の価値提供による主体的な参画を提案する。
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ッグデータ」（ソーシャルメ
ディア上のテキストや画像、
またセンサーが発するデー
タ、さらに電子化された文書
など非構造化データを含むあ
らゆるデータ）の処理を可能
にする技術の進歩

スマートシティが注目されるこ
のほかの背景として、都市内の諸
活動を地球環境という観点から制
御する必要性が高まったことに加
えて、生活者の意識や行動様式が
これらに沿うものへと変化してい
ることも挙げられる。

鍵を握る「都市空間マネジ
メントシステム」

今やITは、交通、物流、エネ
ルギー、上下水道、ゴミ処理とい
った都市機能にかかわる各システ
ムのほか、都市内の情報を活用し
た生活者向けサービスなど、都市
の構成要素のそれぞれに不可欠な
要素である。

さらに、今後は地球環境という
観点から、これらの構成要素をす
べて束ねて都市全体の最適な制御
の実現も求められる。その鍵とな
るのは、都市空間内の多種多様な
アナログ情報をデジタルデータに
変換して収集・処理し、さまざま
なサービスシステムに出力する

ITの仕組みである。都市の有機
性を形成・維持するこのような
ITの仕組み、すなわち「都市空
間マネジメントシステム」が、世
界の都市に共通のプラットフォー
ムとして必要とされる。

ここで、都市の個性と共通機能
との関係について少し触れておき
たい。都市は、その国や地域の歴
史・文化の積み重ねの上につくら
れており、それぞれの都市の個性
が尊重されなければ都市の活力は
生み出されない。したがって都市
空間マネジメントシステムは、世
界の都市に共通のプラットフォー
ムとして展開する場合でも、都市
の個性を同質化するのではなく、
都市の多様な個性を活かすことを
前提としたものでなければならな
い。

地球環境という大局的なテーマ
において、都市空間マネジメント
システムのプラットフォームは世
界共通であることが必要である。
この共通のプラットフォームは、
情報の収集・処理、都市エネルギ
ーや交通システムの制御という都
市機能の基本的な部分で、いずれ
の都市にも同様に有効である。そ
して共通のプラットフォームの機
能の高さと運営コストの低さは、
プラットフォーム上で提供される

都市サービスやシステムの企画・
設計の自由度や価値創造性を高め
る。それは都市の個性を維持し強
化する方向に働く。

また、人の位置情報を得るGPS
（全地球測位システム）や、物の
状態・動きを捉えるRFID（無線
による個体識別）などの各種セン
サー、コミュニケーションおよび
認証の機能を提供するスマートフ
ォン（高機能携帯電話端末）のよ
うなデバイス、さらに予測・最適
化エンジンなどの分析技術の進化
は、都市における分析・制御を用
いた新たなサービスの可能性を開
くものとなる。

震災で見えた非常時の
都市の課題と対応策

都市のプラットフォームとして
のITの利用や管理にかかわる研
究や体系化など、都市IT工学に
ついて語るには検討すべき課題が
まだいくつかある。特に、東日本
大震災によって、都市のスマート
化に関する新たな課題や必要な機
能が見えてきた。

①非常時のコミュニケーション
機能の確保

その一つが、特に非常時に有用
な「コミュニケーション機能の構
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築」である。
東日本大震災では、広域停電や

通信基地局の故障による通信の途
絶、情報システムの停止による行
政機能の不全、そしてこれらに起
因する被災者の所在把握や本人確
認の困難さなどのコミュニケーシ
ョンの障害が生じている。過去に
何度も大きな震災に見舞われた日
本ならば、これらに対処できる仕
組みをつくることができるはずで
ある。

そのような仕組みを備えた都市
は、コンピュータ制御され洗練さ
れた「スマートな都市」というよ
りは、「長く息づく街」と呼ぶの
がふさわしいかもしれない。これ
に必要なのは、平常時と非常時と
に並立し、被災箇所を踏まえた最
適な分散処理や代替リソース（資
源）による処理への移行などを可
能とするプラットフォームであ
る。

また、都市内で活動する人をサ
ポートする機能として、コミュニ
ケーションや認証支援機能、各種
のガイド機能が、特に非常時には
必要である。そのために、国民
ID制度の導入、そしてスマート
フォンやICカードなどのパーソ
ナルツールの普及とその活用環境
の整備も欠かせない。

②地域コミュニティの維持
特に阪神・淡路大震災以降に認

識が高まっていた非常時の「地域
コミュニティの維持」についても、
ITが貢献できる部分は大きい。

都市の内部で生活する人々と、
遠隔地に住みながらもその都市に
帰属意識を持つ人々との間を結
び、多様なコミュニティを形成す
る仕組みは、都市の大きな課題で
ある。特に非常時には、災害初期
の安否確認や、復旧・復興期の分
散避難や移住に際して、人と人の
つながりを支えるコミュニティの
役割は大きい。コミュニティが分
断され、あるいはそのコミュニテ
ィから個人や小グループが離散し
てしまった場合に、それぞれがコ
ミュニケーションを保てるように
するための仕組みは、平常時にも
必要な都市の機能である。特に非
常時には、都市システム側の自律
処理によって人への負荷を減らし
つつ、コミュニティを維持するた
めのサポートをいかに行うかが重
要になる。

震災からの復旧・復興を目指す
今、全国に広がる多くの一時避難
者と被災した地域とを結ぶ、気持
ちの通うコミュニケーションの仕
組みは、生活およびコミュニティ
の再建に欠かせないだろう。

③「分散」と「統合」の併存
分散処理と統合処理の併存も重

要な課題である。分散と統合の例
としては、「各拠点・コミュニテ
ィにおける分散処理」と「都市全
体の統合処理」が併存する構造で
あるスマートグリッドがすでに実
用化の段階に入っている。

エネルギーと同様に情報コミュ
ニケーションのプラットフォーム
においても、非常時での停電や通
信基地局の故障による通信の途絶
などを考えれば、都市全体の統合
処理と、一定のエリア内での分散
処理を併存させることの重要さは
理解されよう。都市インフラを担
う交通や物流管理、上下水道の制
御システムに関しても、エネルギ
ーや情報通信のシステムと連動し
て、都市内活動の部分および全体
の最適化を図る仕組みが求められ
る。

都市内部で完結する活動と、都
市と都市を結ぶような広域にわた
る活動をどう連携させるかも、分
散と統合の問題として重要であ
る。たとえば、複数の都市で構成
されるサプライチェーン（供給網）
のような産業プロセスは比較的長
い時間単位の活動周期を持つが、
産業プロセスに組み込まれた一つ
の都市の内部では、昼と夜の一日
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を基本単位として活動が行われ
る。都市空間マネジメントの観点
からは、平常時とともに非常時も
想定して、地域的な広がりと時間
軸の上で違いのある産業プロセス
をどのように制御するかが重要に
なる。

上述のいずれの場合において
も、大災害の発生時にはそれぞれ
の地域や都市によって異なる被災
状況を踏まえた部分最適と、人と
人、コミュニティ間・都市間とい
ったそれぞれのレベルのコミュニ
ケーションを可能とする都市シス
テム全体の最適化が欠かせない。
また、救命期から復旧期へといっ
た、災害後のステージの変化に応
じた都市インフラの修復と提供も

求められよう。

「スマートな街」づくりへの
積極的な参加を

東日本大震災で被災した地域の
多くは、もともと人口減少や高齢
化という社会経済環境への対策が
求められていたことに加え、津波
による壊滅的な被害を受けたこと
によって、居住構造の再設計があ
らためて求められることになっ
た。こうした作業のなかで、「長
く息づく街」をつくるための都市
空間マネジメントの具体的なアプ
ローチを考えていくことが必要で
ある。

企業活動が都市の営みと何らか
の関係があることはいうまでもな

い。それぞれの企業が自社の提供
価値や存在意義を再考し、これか
らの街づくりに主体的に参画して
いくことは、中長期的な企業価値
の向上につながる。今回の大震災
を契機に、自社の経営戦略のテー
マとして、「スマートな街」づく
りへの積極的な参加についてあら
ためて考えることが必要ではない
だろうか。
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